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1はじめに

■ 世界的な異常気象、激甚化・頻発化する自然災害、南海トラフ等巨大地震の発生リスクに加え、感染症の拡大、地政学
上の混乱等、わが国はかつてないほどの不確実性にさらされている。

➡ 厳しい財政制約や将来の人口減少に囚われ、短期的な効率性のみが重視されれば、わが国の国土は縮小均衡に陥りか
ねない。

■ 長期的な展望の下で、平時から大規模な自然災害等を想定した「事前防災」の考えを基本とする国土強靭化の取組の
一層の推進が不可欠。

■ 商工会議所は、これまでの大規模災害において、被災事業者への支援・地域経済の早期復旧・復興の中核的役割を果
たしてきた。

➡ これまで「３か年緊急対策」「５か年加速化対策」によるハード・ソフトを組み合わせた防災・減災対策が各地で展開。引き
続き、国土強靭化の重要性について国民の理解を醸成し、中長期目標の下で、安定的・継続的な予算・財源の確保が重要。

国庫債務負担行為の活用、現行の５か年加速化対策に代わる実施計画の「法定計画」化の検討、国土強靭化の取組み
効果の周知等を通じ、国民理解の醸成を図るべき。

大規模災害を乗り越え、レジリエントで豊かな地域経済社会の実現を目指す地域総合
経済団体として、国土強靭化基本計画の変更にあたり、特に重点的に取組むべき課題

等について、下記のとおり意見を申し述べる。

国土強靭化基本計画の変更に係る意見
～レジリエントで豊かな地域経済社会の実現に向け、国土強靭化の一層の推進を～



2（参考）国土強靭化に対する各地商工会議所からの声

小松商工会議所（石川県） ［着実な強靭化が効果を発揮］

➢ 観測史上1位の記録となった令和４年８月大雨において、市内の一部が浸水。河川近く
の事業者は、浸水等の影響を受けた。

➢ 他方で、国の「３か年緊急対策」、「５か年加速化対策」等による築堤や堀削の実施等
により、梯川本川からの市街地への越水が回避された。

➢ 市街地が、大きな被害に至らなかったことで、人流・物流への甚大な影響を避けられた。
国の着実な強靭化対策に大変感謝している。

➢ 今回の経験を踏まえ、今後商工会議所としては、市と共に、BCPや事業継続力強化計画
策定をはじめとする事前の防災対策の必要性について、啓発活動に取組む予定。

相馬商工会議所（福島県） ［引き続きの強靭化の推進が必要］

➢ 令和４年福島県沖地震(2022.3)において、甚大な被害が発生。東日本大震災、令和
元年台風19号、令和３年福島県沖地震、今回の地震に加え、コロナ等の相次ぐ災害に
より、地元経済は５重苦の状態。

➢ インフラについては、常磐道を早期に復旧いただいたため、人流・物流の大動脈は確保で
きた。国土強靭化に向けたインフラ整備や、迅速な復旧活動の有難さを痛感。他方で、
市内道路はひび割れ等により一部が通行止めになり、また、港湾も段差、液状化が発生
する等、被害が大きい。今後復旧が遅れた場合、将来的に人流・物流に影響が出ること
を懸念。

➢ 地元経済の復旧・復興に向けては、港湾や河川を含めた一層のインフラ強靭化が不可欠。
▲港湾・クレーン倒壊

▲商工会議所の特別相談窓口等には、
連日、被災事業者が相談に訪れる

▲水産加工業・倉庫の倒壊

(出典)関東整備局2021.11「台風第19号における利根川ダム群の治水効果（速報）」

(出典)内閣官房国土強靭化推進室「令和４年度
の梅雨期及び台風期における効果発揮事例」

<梯川・整備前後>

その他、
各地にお
ける強靭
化効果の
発揮事例

2019.10.15 17時 状況写真

鉄道 [指宿枕崎線（鹿児島県）]

H26.6豪雨の被災箇所斜面を強靭化した結果、
降水量が大きく上回ったR3.8豪雨において被害
が未然に防がれた。

100mm

470mm

H26.6豪雨 R3.8豪雨

降水量

▲線路脇の斜面が崩壊し、
列車が脱線(H26.6豪雨)

ダム[八ッ場ダム等利根川上流ダム群(群馬県)]

R1.台風第19号にお
いて、八ッ場ダム等の
ダム群が最大限貯留。
速報値で約1m

約1億4,500
万㎥を貯留

の水位低下が推計され、
東京を含む広範囲の下
流域の洪水が防がれた。

空港 [仙台空港（宮城県）]

液状化が懸念された滑
走路を耐震化。R4.3福
島県沖地震では被害は
生じなく、被災地域の早
期復旧・復興のための物
流・人流の大動脈を確
保した。

(出典)内閣官房国土強靭化
推進室防災・減災、国土強
靱化の取組と効果発揮事
例」等
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自律分散型エネルギーの立地による効果

インフラ別・施策の方向性に関する考え方

• 地方の再エネ電源の立地は、自律分散型エネルギーの確保
だけでなく、都市部からの投資の呼込みにもつながる。

• 福江商工会議所(長崎県)では、地産地消型のエネルギー導
入・普及に取組む。地域再エネ率は間もなく80%。再エネを
利用する地域事業者は、取引先拡大等の効果も出ている。

(出典)五島市民電力㈱等

１．「自律・分散・協調」型国土の形成を通じた危機管理と経済成長の同時実現

⚫ 激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策とあわせて、デジタル化の進展等による暮らし方・働き方の変化、米中対立の
激化・ロシアによるウクライナ侵攻等による国際情勢の緊迫化等、大きく変化する社会経済情勢への対応が急務。

⚫ 国土を俯瞰したグランドデザインを描き、危機管理と経済成長を同時実現する視点から、国内拠点の地方分散促進によるサプライチ
ェーンの強靭化、太平洋側と日本海側の連携強化による物流・人流網のリダンダンシーの確保等により、過度な東京一極集中の是正
を図り、「自律・分散・協調」型国土の形成を目指すべき。

１．「自律・分散・協調」型国土の形成を通じた危機管理と経済成長の同時実現

✓ 道路ネットワーク ： ミッシングリンク解消、ダブルネットワーク化、暫定２車線区間の早期４車線化等の促進

✓ 鉄道交通網 ： リニア中央新幹線の早期整備、新幹線網の充実・地域間接続の推進や、物流機能の維持・強化

✓ 空港・港湾： 強靭化推進、国際競争力の強化に資する機能性・利便性の拡充、CNP等の脱炭素化対応、周辺インフラとの接続強化

✓ エネルギー・通信： 自律分散型エネルギー設備の導入促進、エネルギー供給源の分散化、建物の脱炭素化等による都市全体の脱炭素化の推
進、重要施設等における通信網の強化

✓ 重要産業関連産業(物流・エネルギー・工業用水等)：耐震化・強靭化によるサプライチェーン全体のリダンダンシー確保、老朽化対応

✓ グリーンインフラ：グリーンインフラを活用した国土・都市・地域づくりの推進

✓ 適切な森林管理・整備：伐採期を迎えた国産材の活用や、林業の活性化につながる適切な森林管理・整備

(出典)国土交通省九州地方整備局

• 2011年以降、114社
の企業進出、約3,300
人の新規雇用が生まれ
る等、道路整備により、
リダンダンシーの確保に
留まらない、幅広い波及
効果が創出されている。

都城市

志布志港

都城IC

三股町

曽於市

志布志市

•宮崎県都城市では、地域高規格道路の整備により、大病院への
近接性のみならず、ICや港とのアクセスが向上した結果、企業立地
が急増。

道路整備による地域経済への波及効果
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災害リスク別・地域全体の防災力強化に向けた施策

2. 経済活動の早期再開に資する事前の防災・減災対策と、広域連携の促進

⚫ 発災時の企業の事業継続や、地域住民の安心・安全の確保に向けては、災害リスクに応じた地域全体の防災・減災力の強化が不可欠。

⚫ ハザードマップと連動した都市計画等を踏まえ、適切な移転促進、木造住宅密集地域等の不燃化対策・耐震化、管理放棄・低未利用不動産
（空き地・空き店舗）の「防災公園」としての有効活用等を通じて、地域全体の防災・減災力の強化を図るべき。

✓ (地震) 住宅・緊急輸送道路沿の建築物に留まらない、ビルや事務所等を含めた、面的な旧耐震基準建築物の早期耐震化支援、老朽施設・管
理放棄施設の適切な撤去、木造住宅密集地域の不燃化対策の促進、無電柱化の促進、帰宅困難者対策の推進、長周期地震動等によるエレベ
ーター閉込めに備えた対策の促進

✓ (津波) 防潮堤や堤防の早期整備、津波避難ビルの確保、津波タワーの整備促進

✓ (台風・豪雨) 流域治水の推進、放水路・排水機場・調整池・高規格堤防等の早期整備、広域的な海抜ゼロメートル地帯等における避難スペー
スを持つビル等の垂直避難場所の早期確保・整備、垂直避難・広域避難など複数の行動パターンを組合わせた避難対策の推進

✓ (火山噴火) 監視・観測体制の充実・強化、想定被害等の情報発信の強化 ✓ (大雪) ロードヒーティング整備、除排雪体制の確保支援

✓ 都市計画等に基づく「コンパクト・プラス・ネットワーク」の推進、管理放棄・低未利用不動産の「防災公園」等としての有効活用

✓ 災害時における風評被害対策の徹底（正確な情報発信による観光を含む人流や物流等への影響の最小化） ✓複合災害への備えの強化

(１)地域における防災・減災対策の取組み促進

•一般のビルや事務所の耐震化
には、重点的な支援策が存在
せず、民間建物の多くが費用
面を理由に耐震化が未対応。

•地震による倒壊が発生すれば、
人的被害・道路封鎖による二
次被害等が起こりうることから、
耐震支援が必要。

耐震改修の補助対象

避難所、緊急輸送
道路沿いの建築物、
多数の人が利用す
る建築物等

建築物

民間建物等の耐震化の必要性 災害時における風評被害対策の徹底

•発災時、一部では、不正確な情報や、地域の悲惨さを伝えるため
に偏った報道も存在。地域の風評被害を防ぐため、正確な情報発
信はもちろんのこと、迂回可能な道路・空港等といった企業の事業
継続性を高めるための情報発信の強化も必要。

[事業者の声] 発災時、ひび割れや液状化により○○道路
や○○空港が「使用できない」といったマイナスな報道が先行。
地域の風評被害を防ぎ、企業の事業継続性を高めるため
にも、迂回道路等の「使える」情報の発信も必要ではないか。

2. 経済活動の早期再開に資する事前の防災・減災対策と、広域連携の促進
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企業の防災力強化に向けた施策

2. 経済活動の早期再開に資する事前の防災・減災対策と、広域連携の促進

⚫ 大規模災害等により企業の事業活動が停止した場合、その影響は自社のみならず、取引先や地域経済社会、ひいてはわが国全体に多大な
影響を与えることとなる。

⚫ 一方、重要とは認識しながらも、特に中小企業については、足元の事業経営に追われ、BCP策定や耐震化等の安全対策にまで手が回って
いない状況。防災・減災対策に関する理解促進・啓蒙活動や、地域災害リスクに対応した支援策の強化が必要。

✓ 災害リスクの周知等、防災・減災対策の取組みに関する理解促進・啓蒙を通じた中小企業に対するBCP策定支援、優遇措置の拡充

✓ 迅速な復旧に資する損害保険加入の必要性に関する広報活動の強化

✓ 地域の災害リスクを踏まえた民間の防災減災投資への支援強化(事業用建物の耐震化、水害時の避難スペースを持つビル等（垂直避難場
所）の確保・整備、備蓄品・自家発電設備等の導入支援、本社機能や研究開発機能、生産拠点等の災害リスクの低い地域や地方への移転・拡
充等)

✓ 平時や発災時の初期初動段階で防災活動の中心的役割を果たす「防災リーダー」の育成促進支援

✓ インバウンドも含めた、観光客への地域一体となった災害時の支援体制整備の構築（デジタル等を活用した、多言語による情報提供、避難
所への誘導、医療機関との連携による観光客の安心・安全の確保 等）

✓ 「防災の日常化」の実現に資する、防災ビジネスの活性化・成長産業化

(２)企業における防災・減災対策の取組み促進

事業所所在地の災害リスクの把握状況

14%

31%

9%

12%

27%

25%

43%

24%

8%

8%

中小企業

大企業

■策定している ■策定中 ■策定検討中 ■未策定 ■分からない

(出典)中小企業庁「2021年版中小企業白書」
㈱帝国データバンク「事業継続計画(BCP)」に対する企業の意識調査(2020.5)(出典)東京商工会議所2022.5「会員企業の防災対策に関するアンケート」

2. 経済活動の早期再開に資する事前の防災・減災対策と、広域連携の促進

83.7%

65.8%

60.9%

61.1%

56.4%

13.7%

29.6%

33.3%

33.2%

31.2%

301人以上

101人以上300人以下

51人以上100人以下

21人以上50人以下

20人以下

■ハザードマップ等に基づき把握 ■災害リスクがあることのみ認識 ■分からない

中小企業は大企業に比べて災害リスクの認識度が低い 中小企業は大企業に比べてBCP策定率が低い

企業のBCP策定状況
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広域的な防災体制の構築に資する具体的施策

2. 経済活動の早期再開に資する事前の防災・減災対策と、広域連携の促進

⚫ 南海トラフ地震、富士山噴火等の広域的・連鎖的災害が発生した際には、被害を受けていない地域からの早期支援が重要になる。

⚫ 国主導による、広域的な地域計画や、事前の復興計画等の策定が必要。

✓ ハザードマップや南海トラフ地震臨時情報の周知等を通じた、防災・減災対策の重要性に関する理解促進・啓蒙活動

✓ 行政による民を巻込んだ各種計画の策定（地域・地区防災計画、事前復興計画、国土強靭化地域計画、受援計画等）

✓ 超広域災害を想定した公民連携による対口支援（カウンターパート方式支援）スキームの構築、行政組織の縦割りを超えた組織体制の構築

(３) 大規模災害を想定した、地方自治体の枠を超えた広域連携

2. 経済活動の早期再開に資する事前の防災・減災対策と、広域連携の促進

東日本大震災における岩手県内商工会議所の取組み

岩手県内商工会議所の主な被災状況

商工会議所名

宮古

宮古・田老支所

釜石

大船渡

一関・花泉支所

会館１階部分が
浸水

流失

２階まで浸水

会館２階まで
浸水・全壊

半壊

県内全ての会館で
被害が発生

主な被災状況

その他

被害のなかった会館３階で
事業再開

近隣ホテル１～２階に
仮事務所を設置

仮設テントを設置

本所で事業再開

３月末までに全ての商工会議所
で特別相談窓口を設置

被災直後の業務対応

盛岡

釜石

一関

宮古

花巻

奥州

北上

大船渡

久慈

▲津波被害を受ける大船渡商工会議所。
自らも被害する中、仮設テント等の設置により、
発災直後から被災事業者支援を継続した。

岩手県内商工会議所の広域連携例

▲内陸商工会議所が、特に被害が大きかった
沿岸部商工会議所を支援する体制を構築。

• 東日本大震災発生時、岩手県では津波等で特に沿岸部商工会議所が大きく被災。岩手県商工会議所連合会では、内陸部の商工会議所に担当沿岸部
商工会議所を割振り、被害状況の確認や、電子機器(PC、電話)、自転車、事務用品等の物資送付といった横軸での支援体制を構築。県内における早期
の支援ネットワーク構築により、沿岸部においても発災月内に事業者支援を開始することができた。

• 広域的・連鎖的災害の発生が見込まれる中、例えば、太平洋地域と日本海側地域等の遠隔地間において事前の対口支援（カウンターパート方式の支援）
スキームを構築する等、広域的な地域計画や事前の復興計画等の策定が必要。
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災害からの早期復興を支える人材確保・拠点の強靭化に関する施策

2. 経済活動の早期再開に資する事前の防災・減災対策と、広域連携の促進

⚫ 発災時の速やかなインフラ復旧や、救援物資の
運搬を担うのは地域の建設業や運輸業である
が、これらの業種は人手不足が深刻。人材育成・
技術継承支援を推進する必要。

⚫ 加えて、地域経済の早期復旧・復興を支える企
業、団体の建物等の耐震化や、速やかな復旧・
復興を支える取組み促進に対する支援も必要。

✓ 発災時の速やかなインフラ復旧を支える地域建設業等の人材育成、技術承継支援

✓ 帰宅困難者の一時避難場所や、救護物資等の備蓄を行う企業・団体に対する設備投資
支援、取組促進支援

✓ 帰宅困難者の一時避難、被災事業者支援拠点となる商工会議所会館等民間建物に対す
る耐震化・建て替え支援

(４) 発災後の早期復旧・復興を支える人材の確保、民間の支援拠点の強靭化

2. 経済活動の早期再開に資する事前の防災・減災対策と、広域連携の促進

西日本を
中心とした
バッテリーベイ

いわき市を中心とし
たバッテリーバレー

•広域災害の発生可能性に対しては、国土を俯瞰した形での産業集積・分散化が必要。

• こうした中、いわき市では、民間起点により、85％が西日本に集中する蓄電池産業を、いわき市等の東北地域に集積さ
せる「いわきバッテリーバレー構想」の取組みを開始。南海トラフ等による業界全体への被害を軽減させるとともに、雇用創
出等による地域産業の活性化等につなげることを目的としている。

福島県いわき市で進む「バッテリーバレー構想」

地域における国土強靭化に資する取組み

拠点分散化の取組み

•いわき地域における上記「バッテリ
ーバレー構想」の中核的企業とし
て、自社においてもサプライチェー
ンの強靭化に取り組む。

•いわき本社のほか、愛知県豊田
市、滋賀県彦根市に拠点を分散
化。リスク軽減と新たな需要獲得
を目指している。

▲彦根市に設立した「関西評価センター」。
蓄電池等の研究開発を行う段階で行われる試
験装置を企業に提供することで、最先端・高機
能・高性質な電池開発をアシストしている。

地域内企業による、拠点分散化、地域防災力強化に向けた取組み［東洋システム株式会社（いわき市）］

地域防災力向上に向けた取組み

•同社は、従業員だけでなく、地域住民にも
供給ができるように、生産拠点３か所に各
1,000人分の災害時支援物資を貯蓄。

•令和元年台風19号では、他企業との連
携の下、備蓄品の水4.3㌧、非常食600
食、マスク３万枚等を被災地域の住民に
配布した。 ▲備蓄品倉庫(上)を新設。

支援物資(下)を専用で保管する。

いわき市で進む「バッテリーバレー構想」（福島県）

蓄電池の試験装置等を提供する東洋システム株式会社(いわき市)は、東日本大震災において津波被害や原発事故による避難、代替工場による生産等を

経験。「同じ日本人に同じ思いをさせたくない」との信念の下、自社のみならず業界全体のリダンダンシー確保や、地域における防災力強化に取り組む。

このような企業を支援するとともに、取組む企業を広げるためにも、物資・保管倉庫等に対する一層の設備投資支援等が必要。


